
 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

(1)持続可能で安全・安心な東京の実現に関するもの 

例：防災・減災、事業リスク対策、感染症対策、セキュリティ、子供の安全対策 等 

(2)高齢者・障害者のニーズを満たすもの、又は介護従事者の負担軽減に関するもの 

例：福祉・アクセシビリティ、次世代介護機器（※）、アクティブシニア、パラスポーツ 等 

※日常生活支援における①移乗支援、②移動支援、③排泄支援、④見守り・コミュニケーション、⑤入浴支

援、⑥介護業務支援、⑦機能訓練支援、⑧食事・栄養管理支援、⑨認知症生活支援・認知症ケア支援のいず

れかの場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果のある介護機器 

(3)DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進に関するもの 

例：業務効率化、営業・マーケティング強化、業務自動化・データ活用、業界特化型 等 

(4)暑さ対策に関するもの 

例：気候変動適応(※)、熱中症対策、設備・インフラ、管理・モニタリング 等 

※気候変動適応：気候変動の影響に対処し、被害を少なくするもの 
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-Point- 

第１回締切：7/3（金） 

第2回締切：11/13（金） 

●都内の中小企業者等に対して、東京都が策定した長期ビジョンである

「2050 東京戦略※」の実現のための都市課題の解決に向けた支援テ

ーマ（安全・安心、介護、高齢者・障害者、DX、暑さなど）に沿って

事業化を目指す製品・サービスの試作品の開発・改良に要する経費の

一部を助成する補助金 

都市課題の解決に向けた製品・サービスの開発・改良を支援 
 

 助成上限額・助成率・助成対象経費 

東京都 課題解決型技術開発促進事業 
 

 

 

 

 

 東京都中小企業振興公社「課題解決型技術開発促進事業」 
 

助成対象者 都内中小企業者、都内での創業を具体的に計画している者 等 

助成限度額 2000万円 

助成率 2/3以内 

助成対象経費 

開発・改良に要する経費 

①原材料・副資材費 ②機械装置・工具器具費 ③委託・外注費 

④産業財産権出願・導入費 ⑤直接人件費 ⑥専門家指導費 ⑦規格認証・登

録費 

※上限を設けている経費もあるため注意 

 

 助成対象事業 

●本助成事業における「製品・サービス」とは、市場に投入し事業化を目指す対象をいい、その製品・サー

ビスを生み出すための核となる試作品(ハードウェア/ソフトウェア)の設計、製作、試験評価等を行うこと

を「開発・改良」と位置付けている。 

●開発・改良による成果としての「試作品(成果物)」が補助対象となる。 

●本助成事業における「助成対象事業」とは、次の４つの特定の支援テーマに沿って事業化を目指す製品・

サービスの核となる試作品の開発・改良のことをいう。 

 

※2050 東京戦略の詳細…https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/2050-tokyo 

 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/kadai-kaihatsu/index.html
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/kadai-kaihatsu/index.html


 

●都内中小企業者が 「製品・サービスの質的向上」による競争力強化や「生産能

力の拡大」のための生産性向上を進める際に必要となる、機械設備等の導入経費

の一部を助成するもの 

※ご注意：補助金・助成金を受けるためには審査が必要です。要件に合致していたとしても、事業計画の内容によっては不採
択になる場合もあります。また、事業の着手は採択・交付決定の後に行わなければならないなど制約があります。 
※各補助金の詳しい内容については、ペンデル税理士法人までお問合せください。 

ペンデル税理士法人 TEL：03-5990-5910 FAX：03-5990-5909 WEB: https://www.pendel.jp/ 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-6-2 新宿国際ビルディング5F 
我々は中小企業の経営上の課題に対し専門性の高い支援を行える国から認定された「経営革新等支援機関」です 

東京都 躍進的な事業推進のための設備投資支援事業 
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全ての業種を対象に中小企業における設備（機械設備、ソフトウェア）の導入を支援 
 

-Point- 

第13回締切： 

7/23（木） 

 神奈川県「中小企業生産性向上促進事業費補助金」 

 東京都中小企業振興公社「躍進的な事業推進のための設備投資支援事業」 

 助成上限額・助成率 

 
Ⅰ 競争力強化 Ⅱ 後継者チャ

レンジ 

Ⅲ アップグレ

ード促進 中小企業者 小規模企業者 

助成上限額 

通常コース 1/2 以内 2/3 以内 

3/4 以内 ゼロエミコース 3/4 以内 

賃上げコース 3/4 以内 4/5 以内 3/4 以内 

助成率 100 万～１億円 １億～２億円 

Ⅰ 競争力強化 更なる発展に向けて競争力強化を目指した事業展開に必要となる機械設備を新たに導入す

る事業  

Ⅱ 後継者チャレンジ 事業承継を契機として、後継者による事業多角化や新たな経営課題の取り組みに必

要となる機械設備を新たに導入する事業  

Ⅲ アップグレード促進 競争力強化及び生産性向上を実現し、地域経済の中心となるべく成長するために

必要となる機械設備を新たに導入する事業 

●県が「稼ぐ力」を安定・強化するための支援として事業の売上増

加や事業の効率化など、生産性向上に資する設備の導入を補助 

神奈川県 生産性向上促進事業費補助金 ３ 

生産性向上や業務プロセスの改善、人手不足の解消に資する設備導入費等を補助 

-Point- 

一般枠・グループ化支援枠：7/31（金） 

創業者成長支援枠：8/29（金） 

 

 補助上限額・補助率 

 一般枠 グループ化支援枠※ 創業者成長支援枠 

補助限度額 500万円 4,000万円 300万円 

補助率 中小企業：1/2・小規模事業者：2/3 2/3 

※グループ化支援枠…令和７（2025）年４月１日以降に、Ｍ＆Ａによる事業買収等を行った事業者が対象 

 

●調理工程を自動化 … スチームコンベクションオーブン 

●スムーズな運搬で作業効率向上 … フォークリフト 

●スピードアップで生産性向上 … レーザー溶接機 

●複数工程をまとめ効率化 … 複合加工機 

●時間がかかる計測もAIで簡単に … 3Dスキャナ型三次元測定機 

●セルフ対応で省力化 … POSレジ 

 補助対象経費例 

https://www.pendel.jp/
https://r8seisansei.pref.kanagawa.jp/
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/setsubijosei/yakushin.html

